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森林組合の活性化と社会システム再構築への試論
―― 愛媛県上浮穴地域および久万広域森林組合を事例として――
山 本 真 嗣
は じ め に
我が国の森林組合が，経済システムの変化への対応に乗り遅れてしまった原
因の１つとして，システム変化に対する組合の「順応性の低さ」を挙げること
ができる。すなわち，そもそも改革の必要性を認めていない，もしくは，（大
なり小なり改革の必要性は認識していたとしても）実行が伴わない。それは，
組合内部に変化に対する何らかの抵抗があるためであるかもしれない。
しかしながら，今後，組合が生き残っていけるか否かは，システムの変化に
適応できるかどうかにかかっているといっても過言ではない。そのためには，
森林組合のガバナンス面も含めた制度および組織の改革が求められる。
当研究では，我が国の森林組合活性化のための方向性をシステム論的な視点
から探っていく。従来の森林組合活性化論は，その大部分が制度面からのアプ
ローチと見なすことができるが，再三の制度改革にもかかわらず，十分な効果
が得られたとは言い難い。それはシステムに手をつけてこなかったことに原因
があるのではないだろうか。以下では，まず森林組合制度の改革について検討
し，さらにシステム改革の必要性およびその方向について，愛媛県の上浮穴地
域および久万広域森林組合を事例に考察する。
第１節 制度改革とシステム改革
 森林組合制度の改革
Porterは，ある産業において他の企業に対し優位に立つには，以下の３つの
戦略があるとしている。１）
コスト全般における指導力の発揮
（overall cost leadershipすなわちコストの削減）
差別化（differentiation）
絞り込み（focus２））
これらの戦略の採用は経済システム内部における改革の努力とみなすことが
可能であるが，我が国の森林組合においては，こうした３つの側面において，
高知県の檮原町森林組合（FSC取得による差別化）などごく一部の組合を除き，
特別の努力は認めがたい。
Milgromと Robertsによれば，成功した組織に共通の特徴は，「インセンティ
ブ」と「情報をもつ人たちへ意思決定の権限を委ねること」すなわち「権限委
譲（delegated authority）」であるという。３）これら両者のうち，我が国の大半の
森林組合には，特に前者のインセンティブが決定的に欠けているのではないだ
ろうか。そして，この点に関しては，例えば組合長に強力に権限を集中し組織
改革を行うといったことも考えられなくはないが，これまで再三指摘されてい
るように，組合幹部の人材不足は深刻である。むしろ現在の組合関係者に改善
を求めるより，外部から有能な人材を登用した方がより効果的ではないかと思
われる。
現行の森林組合法では，組合員は森林所有者に限定されているが，既に泉が
１）Porter（１９８０）, p.３５.
２）この絞り込み（focus）戦略とは，特別な買い手集団や生産ラインの区分，地理的な市場
（geographic market）にターゲットを絞り込むことを意味している（Ibid, p.３８）。
３）Milgrom and Roberts（１９９２）, p.１７.
２０２ 松山大学論集 第１７巻 第５号
提言している４）ように，（流域住民など）森林所有者以外にも組合経営への参
画を可能にするべきであろう。森林所有者以外にも組合経営参加への門戸を開
放することによって，新たな森林組合への一歩を踏み出すことができると考え
られる。つまり，これまで「森林所有者の協同組織」として，制度上は森林所
有者の利害に縛られてきたが，流域住民などそれ以外のステイクホルダーの参
画を認めることによって，公益的機能の高度発揮を志向する組合として展開し
ていく可能性もある。
現在もシステム変化は進行しており，しかも急速である。今後，森林組合に
限らず経済組織は常に進化していくことが求められる。我が国の森林組合は，
行政の末端代行機関としての役割を担うことと引き換えに政策的支援を受けて
きた。しかし，そのことが逆に組合をスポイルしてしまい，変化への対応を鈍
くしてしまった可能性も否定できない。
例えば，農林水産省が国内製材工場を対象に実施したアンケート調査５）（H
１３年２月実施；３，０００工場対象，回答１，９５７工場）によると，従来から再三指
摘されてきたロットの拡大対策や流通の合理化対策について，組合を含めた木
材工業関係者が（改革の必要性やその手段について）少なくとも一定の認識を
有していることがうかがえる（図－１，２）。もちろん，組合の経営する工場
のみ認識が非常に甘いという可能性もなくはないが，一部の回答の高い比率を
見れば，それは考えにくい。また，少なくとも筆者の知る限り，多くの組合関
係者は皆，一定の危機感を有している。
４）泉は，森林組合が協同組合的性格と公益的性格とを併せもっていることを指摘したうえ
で，（国民的支援を受けるべく）性格を明確化するために，第一種森林組合（森林所有
者協同組合），第二種森林組合（森林整備組合），第三種森林組合（生産森林組合），
第四種森林組合（非森林所有者組合）に種別化することを提言した（泉（２００３），３１頁）。
これらのうち「第四種森林組合」によって，都市住民等の利害が林野行政にとりこまれる
ことになる。
５）農林水産省『木材産業の構造改革に関する意向調査結果』（http://www.maff.go.jp/toukei/
sokuhou/data/１３-２７９-６.pdf）。
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図－１ 木材製品の供給ロット拡大対策として必要なこと（複数回答）
資料：農林水産省『木材産業の構造改革に関する意向調査結果』
図－２ 流通の合理化対策として必要なこと（複数回答）
資料：農林水産省『木材産業の構造改革に関する意向調査結果』
２０４ 松山大学論集 第１７巻 第５号
しかし，多少なりとも認識が存在するにもかかわらず，改革がなかなか目に
見える形で実行されないのは，単に関係者の怠慢というより，そもそも先述し
たようなインセンティブが欠如していると考えるのがより自然ではないだろう
か。例えば，木材市場を介さずに製材工場へ直接丸太を供給することは，市場
の運営主体である森林組合（都道府県森連や単位組合）には期待しにくい。も
しこの見方（インセンティブの欠如）が妥当であれば，森林組合の組織に経営
を改善していくインセンティブを（制度的に）提供していく必要がある。
このインセンティブには，大きくいえば経済的（貨幣的）インセンティブと
非経済的インセンティブとが挙げられる。現在の森林組合に求められているの
は，非経済的価値の実現ではないかと考えられ，その意味で組合ないしは組合
職員に対していかに非経済的インセンティブを提供していくかがこれからの課
題といえるのではないだろうか。
 全体社会システムの改革の必要性
前項では組合の制度改革について論じた。これまで森林組合系統組織では
様々な改革ないし改革案が立案され，実行されてきた訳であるが，現状は機能
低下と言わざるを得ない状態にある。それは，森林組合単独の問題というより
も，全体社会システム自体に起因する問題である可能性がある。
筆者が問題視するのは，森林の公益的機能の低下（森林組合においては社会
的機能の低下）である。こうした問題が発生するのは，間伐材が売れないこと
による「森林の荒廃」という，外部性によって生じた「市場の失敗」（経済シ
ステムの失敗）に対して，いまだ有効な対策がとられていないことによる。そ
れは，ある意味において政治的リーダーシップの問題でもあり政府の失敗（政
治システムの失敗）でもあるが，より本質的には，外部性が認識されているに
もかかわらず，とるべき対策が諸事情により実行できないという点にある。
しかしながら，現段階で「システム改革をすべし」と結論づけるのは時期尚
早ともいえる。確かに，森林の全国的な荒廃とそれに伴う公益的機能の低下と
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いう「市場の失敗」に対し，依然として実効的な手立ては講じられていないが，
システム改革という大手術に踏み切るのは，森林組合の内部システム（組織と
制度）改革によって解決できないことが前提であって，現段階では困難である
にしても組織および制度改革による解決が優先されるべきではないか。
しかし，森林組合の制度・組織改革は緊急に実行されるべきであるが，遅々
として進んでいない。加えて，いかに改革すべきかについてのコンセンサスも
形成されているとは言い難い。先に組合員要件の緩和によって外部から新しい
人材を導入することを提案したが，それについても，森林組合法改正を実行す
るには多くの障害が予想される。仮に，森林組合法や森林法，そして森林・林
業基本法をより望ましい方向に改正――何をもって「望ましい」とするかはと
もかくとして――できたとしても，その制度改正が効果を発揮し始めた頃には
もはや手遅れであるかもしれないし，それだけでは不十分である可能性も大い
にある。既に我が国の森林荒廃は施業放棄が慢性化しており，森林・林業白書
が指摘しているように危機的状況にある。さらに，我が国は森林の公益的機能
低下の問題以外にも，様々かつ深刻な社会問題（例えば青少年犯罪の急増）を
内包しており，それらは全体社会システムの歪み（コミュニティの空洞化など）
が原因である可能性がある。つまり全体社会システム改革を正当化しうる根拠
としては，他の社会問題の存在が考えられる。現代の日本社会のあり方につい
ては，多くの人々が危機感を抱いており，その点においては，改革の方向性は
ともかく必要性についてはある程度コンセンサスが形成されつつあるといって
も過言ではないのではないか。
したがって本来的には制度・組織改革を優先し，それによって問題が解決さ
れない場合はシステム改革の出番ということになるのであろうが，むしろ両者
を並行して進めていく方が，結果的には社会的コストもあまりかからずに済む
のではないか。これまでに多くの改革が提案され実行されてきたが，結果が思
わしくないのはシステムに手をつけてこなかったことに原因があるとも考えら
れる。
２０６ 松山大学論集 第１７巻 第５号
 新たな全体社会システム像についての試論
――「全体社会システムの失敗」を回避するために
全体社会システムが社会的な問題を解決できないことを，ここでは「全体社
会システムの失敗」と呼ぶことにする。全体社会システムの失敗には，３つの
局面があると考えられ，図－３のように表すことができる。６）犯罪の増加を例
にすれば，警察活動という公共財には非排除性によるフリーライダー問題が生
じるため，経済システムは自宅やビルの警備といった部分的な対処しかできな
い（経済システムの失敗）。政治システムは，租税を徴収し警察が犯罪を取り
締まる。しかし，警察組織内部のモラル・ハザードや予算的な制約などから住
民の要求に対して十分な対応ができない（政治システムの失敗）。狭義社会シ
ステムは，住民の自発的見回り等によって治安の悪化防止に努めるが，地域住
民相互のつながりが希薄になり，必要な人員を確保できず限られた効果しか得
られない（狭義社会システムの失敗）。我が国に生じている森林の荒廃（そし
て公益的機能の低下）問題にも同様の見方が成立しうるのではないか。
６）筆者は３つのサブ・システムを理念型で不可分のものととらえているが，ここでは便宜
的に分離した。なお，図は経済システム，政治システム，狭義社会システムの順となって
いるが，この順序に特段の意味がある訳ではない。
図－３ 全体社会システムの失敗（概念図）
経済システム 政治システム 狭義社会システム
社会問題 未解決
経済システムの失敗 政治システムの失敗 狭義社会システムの失敗
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森林・林業における経済システムおよび政治システムの失敗については，こ
こで改めて述べる必要はないであろう。では，当該分野における狭義社会シス
テムの失敗とは何か。
我が国の森林の多くは，かつては「入会林野」として共同利用されてきたが，
入会を解体し所有権を設定したことによって地域住民の森林に対する関心が薄
れてしまったのではないだろうか。もちろん，現在でも NPOやボランティア
などが無償で森林の管理を行うという事例は存在するが，技術的な問題もあり
一部にとどまっている。林家による「手間替え」のような相互協力なども今日
では減少したという。さらに，多くの森林の所有形態が零細であることが，林
家の需要者（例えば製材業者）への価格交渉力を失わせ，（製材工場への搬出
コストは安定している一方での）先述の立木価格の継続的下落の一因となった
とみられる。これに対して，狭義社会システムとしては所有規模の零細・分散
性を克服するため，何らかの共同または協業が必要であると考えられるが，な
かなか実行されないでいるのが実情である。
近年，多くの社会問題が報道されているように，全体社会システムの失敗は
増加傾向にあると考えられる。その原因は，狭義社会システムの縮小にあるの
ではないだろうか。神野直彦は，「突出して増殖する経済システムは，家族や
コミュニティという社会システムの機能を解体させてしまうだけでなく，社会
システムの機能をサポートする能力を政治システムから奪い，「現代システム」
を機能不全に陥らせている」と指摘し，こうした「現代システム」の行き詰ま
りを打開するには，「政治システムが財政というチャネルを通じて，拡大する
「競争の領域」に対してバランスを保つように，「協力の領域」を構築してい
く必要がある」と主張している。７）筆者の見解も概ね同様である。
筆者の描く全体社会システム改革のイメージは，図－４のように表される。
神野は「協力の領域」の構築と表現したが，ここでは「（縮小した）狭義社会
システムの拡張」とみなしている。
２０８ 松山大学論集 第１７巻 第５号
第２節 久万広域森林組合と上浮穴郡（久万高原町，小田町）の事例
 久万広域森林組合の概要
前節にて「全体社会システムの失敗」というテーゼを立て，「狭義社会シス
テムの拡張」を主張した。それでは，（改革が必要であると仮定して）どのよ
うに改革を実行してゆけばよいのであろうか。今のところ，その青写真さえ提
示できる段階にはないが，１つの方向性を示す事例として久万広域森林組合を
中心とした取り組みを挙げることができる。筆者は高知県の檮原町森林組合な
どいくつかの組合に注目しているが，ここで久万広域森林組合をとりあげる理
由は，森林施業共同化事業への積極的な取り組み，自発的な林業振興組織
（林研グループ）の活動，地域におけるリーダーシップ（特に政治システム）
の存在，の３点である。
同組合は，四国石山系南西部に位置し，旧上浮穴郡５ヵ町村８）（久万町，
面河村，美川村，柳谷村，小田町）にまたがる広域組合（１９９８年に合併）で
７）神野（１９９８），２０８－２０９頁。狭義社会システムの縮小には互酬性の減少など様々な側面
があるが，Putnamは現代アメリカにおける市民的な積極参加（civic engagement）や社会
資本の衰退の原因について仕事（時間的・金銭的圧力），郊外居住の増加やスプロール現
象，テレビの影響，世代の変化を挙げている（Putnam（２０００），p.２８３）。Putnamのいう「社
会資本」とは，「調整された諸活動を促進することによって社会の効率を改善できる信頼，
規範，そしてネットワークといった社会組織の特徴」である（Putnam（１９９３），p.１６７）。
図－４ 全体社会システム改革のイメージ
高度成長期全体社会システム
【狭義社会システム縮小型】
これからの社会システム像
【狭義社会システム拡張型】
政治システム 政治システム

狭義社会システム経済システム 経済システム 狭義社会システム
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ある。２００３年度末現在で組合員数は４，２３２名，職員数は１２９名の全国でも有
数の大型組合であるといってよい。林野庁が推進する流域管理システムにおい
ては，中予山岳流域に指定されているが，これまで中予山岳流域林業活性化事
業は，共同施業団地の確保（高密路網による低コスト化），林業担い手の
確保（第三セクターいぶき，作業班等の育成），木材流通加工基地（中目材
（中丸太）の付加価値化）を三本柱として取り組まれてきた。
 森林施業共同化事業への積極的な取り組み
上記にあげた理由のうち，については１９９３年度より，流域内の町村が中
心となって３０～５０haの「共同施業団地」の設定・運営を行っている。同流域
においては保有山林規模の小さい森林所有者がほとんどで，１筆あたりの面積
も小さく（平均約０．５ha），この小さな面積の森林を複数個分散して所有して
いるのが現状である。このような森林所有の分散性および複雑さが，林内路網
の開設や合理的な木材伐採・搬出を困難にしてきた。共同施業団地は，こうし
た問題を克服するために森林所有者をまとめ意見調整を図り，林内路網の整備
や施業の効率化，計画的な施業による適正な森林管理等を目的とする。
共同施業団地の設定・運営９）の手順は以下の通りである。
１）林道等の路網を基準として，区域を選定
２）現地（樹種・樹齢・作業履歴・森林所有者名）の現況把握
３）関係森林所有者の中から推進員（４～５名）を選定
４）地元説明会を開催して，森林所有者の合意を図る
５）「施業実施協定１０）」の締結
８）ここに挙げた５ヵ町村のうち小田町を除く４町村は２００４年８月１日に合併（現；久万
高原町），小田町は２００５年１月１日に内子町，五十崎町と合併（新町名は内子町）。
９）施業共同化事業推進のための支援策としては，施業実施協定を締結した団地に対して，
作業道を開設する場合には，基準事業費に対して地元町村が９０％を補助，林内作業車
道を開設する場合は，基準事業費に対し県は５０％，地元町村はさらに３０％を補助，間
伐等の補助制度を優先的に受けられる，などの措置がある。
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６）「施業実施協定」に沿って，計画的な路網開設・林業作業を実施
中予山岳流域林業活性化センターの資料によれば，同地域における共同施業
団地の概況（２００１年度）は表－１のようになっている（ただし町村名は旧の
ままである）。
現在，最初の共同施業団地の設定から既に１０年が経過しているが，いくつ
かの問題点も挙げられている。１１）すなわち，事務量が膨大である，施業実
１０）森林法に定められている森林所有者同士の合意形成に基づく協定で，森林施業の共同化
と，それを進めるために必要となる施設（林内作業車道）の維持管理を行うための，１０年
以内を期間とする取り決め（http://www.kumakogen.jp/info/ringyo/ryuuiki/kyoudou.html）。
１１）詳細は，中予山岳流域林業活性化センター HP（http://www.kumakogen.jp/info/ringyo/ryuuiki
/kyoudou.html）を参照。
町村名
面積（ha）
森林所有者数 施業実施協定
締結年月日団地名 在村 不在村
久万町
杖ヶ谷
田辺
サル口西峰
三坂
二名
２１．２５
８９．４５
５５．４０
４９．８８
１４７．１４
７
３２
２７
６
３３
４
１７
６
０
１３
平成６年９月７日
平成１２年９月１８日
平成１２年１１月１５日
平成１２年１２月１日
平成１３年１１月６日
面河村
黒妙
高松山
大日
上谷
本村第１団地
本村第２団地
３６．９２
５９．８０
７１．３３
１２６．８８
７０．７５
４９．６０
１０
８
１３
１４
１３
１２
４
３
２３
３６
２８
１４
平成７年４月２６日
平成１３年１０月５日
平成１２年４月２５日
平成１２年１１月３０日
平成１３年３月３０日
平成１３年３月３０日
美川村
田渡野瀬
ササミネ
５６．８４
５３．２３
２０
１０
７
２
平成７年５月１０日
平成９年４月８日
柳谷村
中久保
稲村
平サコ
タカヤマ
ヤカラメ
５８．６８
４１．９０
３６．３３
１８８．８８
６２．９８
１２
５
５
２３
４
１７
８
５
２８
２
平成８年３月７日
平成８年３月７日
平成９年５月２７日
平成１３年１０月２６日
平成１３年１１月２２日
小田町
才太郎・西畑
クロウネ・ヤジ
ワラビ谷
７９．２８
８１．２４
８５．２５
３９
１０
４３
１４
８
１３
平成１３年３月２日
平成１１年１２月１日
平成１３年１月４日
合 計 １，５２３．０１ ３４６ ２５２
表－１ 共同施業団地の概況（２００１年度）
資料：中予山岳流域林業活性化センター業務資料
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施協定の効力が弱い（協定に違反した場合にも罰則はない），推進側と森林
所有者の理解の相違，である。
 自発的な林業振興組織の活動
次に，自発的な林業振興組織の活動について検討する。同地域には「上浮穴
林研グループ」があるが，その中でも活発に活動しているのが，１９６９年３月
に設立された「久万町林研グループ連絡協議会」（代表者；高岡文雄，会員数
約１００名）である。同協議会ホームページによれば，同地域ではそれまで篤林
家（林研会員）の先代，先々代が実行していた枝打ちによる優良無節材を久万
地方の特産として普及しようと，愛媛県久万出張所林業課と協力して「久万地
方育林技術体系」を全国に先駆けて作成し，それを持って町内１１の公民館を
巡回し講習を行ったのがきっかけとなり，公民館毎に林研グループが結成され
た。さらに，それらを支部として昭和４４年３月会員１９０余の久万町林研グル
ープ連絡協議会が発足した，という。
同協議会のこれまでの活動状況としては，発足当時は「育林技術体系」に沿っ
た密植，枝打ち，除間伐を中心に濃密的に巡回指導を行い，１９７１年から県事
務所，町，森林組合と連携して，「久万町林業まつり」を開催し，１２）「体系」に
沿った参考資料（機械機具）を中心に毎年秋に展示をしている。林内作業車道
の開設において全国でも先進的役割を果たし，最近では以下のような活動を展
開している。１３）
１２）Putnamによれば，１９７３年から１９９４年にかけて公的なミーティングへの出席など市民の
積極参加が増加したオレゴン州ポートランドでは，１９６９年に The Riverfront for Peopleとい
うグループが実行した，ピクニックを兼ねた道路拡幅への抗議集会が重要な転機となった
という（Putnam（２００３）, p.２４４）。ポートランドの事例は，市民による活動を活性化させる
ためには，こうしたイベントを繰り返し実施することによって市民相互の交流を促進する
ことが効果的であることを示唆しているのではないだろうか。
１３）同協議会は，その活動実績が評価され，１９９９年３月「全国林業コンクール」において林
野庁長官賞を受賞した。活動内容や組織構成等については，同協議会 HP（http://www.
kumazai.com/kumarinken/）に詳しい。
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適性品種の育成と長短伐期併用の経営を目指す。
後継者対策（親子会員の募集，林業教室の開催など）
婦人林研加入の促進
林研の山の創設（山林の購入）
林研だよりの発行
 地域におけるリーダーシップの存在
最後に，地域におけるリーダーシップについて検討する。同地域は，第三セ
クターいぶきに見られるように積極的な林政を展開していることで知られてい
るが，特に注目されるのは以下の３点である。
大規模製材加工工場（久万広域森林組合父野川事業所）の創設
地域における木造建築の促進
担い手会社（いぶき）の設立
これらのうち，については，久万広域森林組合は既に久万事業所に製材工
場をもっていたが，さらに全国でも有数の大規模加工基地を父野川事業所に約
５０億円を投じて建設した１４）ものである。うち製材部門は１９９９年度に完成して
いるが，乾燥施設や集成材工場も整備され，全面的に稼働するのは２００１年９
月のことである。
父野川事業所の加工施設の新たな整備は，以下の目的のためであったという。
１）（曲材などの）低質・低価格原材料の有効活用
２）製材加工コストの低減（高性能・高能率製材システムの導入）
３）高付加価値化（木材乾燥の徹底，集成材等の高次加工）
４）流通の合理化（製品の最終製品化，流通の短絡化）
現在，同施設での供給能力は年間約６，０００m３と，国産材の加工施設として
１４）同施設の整備にあたっては，産地形成型林業構造改善事業・木材供給圏確立型林業構造
改善事業に指定されているが，国だけでなく地元５ヵ町村からの財政的な支援も受けている。
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は国内でも有数の規模である。問題は販路の確保であるが，全面稼働開始当時
は公共建築が６５％，工務店など一般のルートが３５％と地方自治体，特に愛媛
県のバックアップに依存する部分が大であった１５）が，現在では，公共建築の
比率は約半分に低下しているという。
続いて，に関してであるが，久万高原町内，特に旧久万町地域で目につく
のが木造建築の多さである。これは全国有数の林業地ということもあり，全国
に先駆けて町内の建造物とりわけ公共施設の木造化を推進してきた成果であ
る。旧久万町では，学校だけでも父二峰小学校，直瀬小学校，畑野川小学校，
明神小学校，久万中学校が木造化され，他に町立の建物では久万美術館，物産
館（みどり），図書館等がある。これら以外の木造建築としては愛媛県の林業
技術センターなどもあり，木材の利用に対するこだわりがうかがえる。
ただし，鉄筋コンクリートではなく，しかも地域材を使用するとなれば，コ
スト的には当然割高となる。にも拘らずこれだけの木造化を推進していくには
行政のリーダーシップはもちろんのこと，地域住民の理解が必要であることは
いうまでもない。
については，担い手確保のため１９９０年に久万町（当時）がふるさと創生
事業費１億円などを投入し第三セクターを設立（１９９５年には小田町など他の
４町村も出資），地元町村職員並みの待遇を用意することにより深刻化する担
い手不足を解消しようとしたものである。現在の同社の社員数は約４０名であ
り，その事業実績は表－２の通りである。１６）
全体的には人員の確保も含め，概ね順調に推移しているといってよいが，経
営実態としては，毎年数千万の赤字を計上し地元自治体の補助金に頼っている
のが現状である。しかし，これも見方によっては，地域の政治システムが林業
を間接的に支援しているととらえることもできる。
１５）久万広域森林組合営業部部長中村貫一氏へのインタビュー（２００２年７月１７日実施）。当
時，一部には，このような公共建築の比率の高さを批判して，将来的に行き詰まることを
予測する関係者もあった。
１６）２００３年度の事業実績は，間伐が１４，１９１m３，皆伐が３９０m３である。
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 久万広域森林組合の事例から得られるもの
これまで久万広域森林組合と上浮穴郡２町（久万高原町，小田町）による地
域ぐるみの取り組みについて紹介した。同地域では，林業先進地として全国か
ら多数の視察者が訪れており，地域の視察コースを紹介するサイトもあるほど
である。こうした同地域でも林業経営は決して安泰ではないが，少なくとも先
進事例として全国から注目を集める取り組みが多く，１７）林業を活性化させよう
との地域の熱意が確実に伝わってくる。
それでは，同地域の事例から何を学ぶことができるのだろうか。筆者は以下
の３点を挙げたいと思う。
リーダーシップと，それに対する地域住民の理解と協力
狭義社会システムの存在感
地域からの全体社会システムの改革
これらのうち，まずについては，林業の担い手会社である第三セクターい
ぶきの設立や公共建築の木造化の推進など，同地域ではリーダーシップの存在
が顕著であった。少なくとも，改革が必要とされる局面においてはリーダーシッ
プが不可欠であるのは自明であろう。
次に，の「狭義社会システムの存在感」では，自発的林業振興組織（林研
グループ）の活動をとりあげた。こうした地域住民の林業への関心の高さと意
欲が一種の好循環をもたらしていると思われる。
Putnamは現代イタリアの各州政府とその地域住民について調査し，地域
１７）例えば，先に紹介した第三セクターいぶきや施業共同化の取り組みなど。
１９９５ １９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００
間 伐（m３） ６，０００ ６，１００ ９，０００ ８，７００ １２，０００ １８，０００
皆 伐（m３） － １，１００ ２５３ ５００ ９００ ２６０
林業道開設（m） － ２，５００ ３００ １，０００ ３，１００ ８，７００
表－２ 株式会社いぶき年度別事業実績
資料：株式会社いぶき業務資料
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（州）が市民的であればあるほど，政府の有効性が高まるとしている。１８）すな
わち，多くの市民による自発的組織（civic associations）が存在し，多くの新
聞購読者と争点型投票者がおり，政治的癒着が少ない（few patron-client
networks）州ほど，有効な政府を育成するようだという。１９）上浮穴地域は，Putnam
のいう「市民的」地域に近似しているかもしれない。
もちろん，単にそうした地域住民の特性だけではなく行政や森林組合の側も
施業団地の形成など狭義社会システムの構造化に積極的に協力している。同地
域で驚かされるのは，組合関係者や林家，行政担当者（県職員も含む）のそれ
ぞれが互いの情報に精通していることである。このような横のつながりもまた
地域を挙げて林業を活性化していくには重要であろう。
最後のは筆者の考えであるが，これから全体社会システムの改革が必要で
あるとすれば，それは「上からの改革」ではなく，むしろ地域レベルで実行す
べきではないか，という意味である。先のリーダーシップの問題に関しても，
とりようによっては政治システムへの依存といえなくもないが，地域レベルに
おいてそれが正当化されるのは，地域住民との距離が近く，また地方自治にお
いては解職請求など直接民主制的な制度があり，さらに民主主義が機能しやす
いと考えられる２０）からである。ある地域が改革に成功したとき，それを他の
地域が模倣し，国家レベルの全体社会システムにおいて臨界に達したときはじ
めてシステム改革が成し遂げられるのではないだろうか。それは構造改革特区
のように，当初は地域限定であってもその有効性が認められれば全国に波及し
ていく可能性がある。
今日，多くの森林組合が経営不振にあえいでおり，その一方で，我が国の森
林荒廃が生じている。森林の間伐の大部分を森林組合が担っていることを考え
１８）Putnam（１９９３）, p.９８.
１９）Ibid, p.９９. Putnamのいう「有効性」は，州政府内閣の安定性，予算の迅速さ，改革立法，
住宅・都市開発に保育所の設置など１２項目について調査を実施し評価されたものである。
２０）理由としては，（国家と比較した場合）有権者数が少なく，住民がより同質的であるこ
と等が挙げられる。
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れば，これらは表裏の関係にあると言ってよい。先に見たように，組合は政治
システムへの依存度を強めているが，そうしたあり方は（我が国政府の行財政
改革の文脈において）持続可能性が低いと言わざるを得ない。広域合併など現
状を打開するための策も実行されているが，まだまだ不十分である。
今後，森林組合が存続あるいは発展していくためには，地域レベルの政治シ
ステムの支援が重要な鍵となると考えられる。それには組合の活動に対する地
域住民の理解が必要不可欠であり，森林組合は積極的に狭義社会システムに働
きかけなければならない。また，「狭義社会システムの失敗」を防止するため
にも，空洞化あるいは断片化しつつある狭義社会システムの再構築を図るべき
ではないだろうか。
ここでいう狭義社会システムの「再構築」とは，包括性（より多くの市民参
加），構成員のコミットメントの強化，ネットワーク化の観点から狭義社会シ
ステムの拡充強化を図ることである。今日，森林の流域管理システム（流域林
業政策）が導入されて１０年以上が経過しているが，その理念である「合理的
な森林管理」や「森林の多様な機能の高度な発揮」が実現されたとは言い難い。
今後，流域林業の理念を実現していくためには，狭義社会システムの強化が必
要だと考えられる。狭義社会システムを再構築することによってその失敗を防
止し，人々に「社会システムの一員」であるという認識をもたせることもでき
る。そうすることによって市民が社会問題により高い関心をもち，コミットメ
ントを増すことで，政治システム，経済システム，狭義社会システムの３つの
サブ・システムを融合させる可能性をも秘めていると思われる。例えば，久万
広域森林組合のケースにおいては，森林施業共同化事業など様々な取り組みが
見られるが，それらの推進主体について現地の関係者に尋ねても「森林組合で
はないか」といった具合に，断定的な答えが返ってこないことが多かった。そ
の理由の１つと考えられるのが，久万高原町を始めとする行政や久万広域森林
組合，そして中予山岳流域林業活性化センター等の関係者が一体的に取り組ん
でいることである。
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もちろん，具体的な森林の管理については技術的な問題もあり，少なくとも
当面は森林組合が担当していくのが現実的であろう。その際，狭義社会システ
ムとしては，森林の社会的効用を認識し，管理に必要とされる租税を負担し，
林産物（特に間伐材）を積極利用していくことが求められる。
先に久万広域森林組合の事例を紹介したが，高知県の檮原町も同様の取り組
みで全国的に注目されている。檮原町はこれまで積極的な林業振興策２１）を展
開しており，特に地域住民を巻き込んだ試みは特筆に値する。同町では，森林
づくりに関する施策について町民参加による森づくり会議を設置し，行政の基
幹に住民自治組織を位置づけている。集落自治組織は「区会」と「部落（集落）
会」の２段階で構成され，区長会は町の施策立案に際して「諮問機関」として
位置づけられ，部落会は町施策や森林組合事業の内容を住民に理解してもら
い，参加を促すうえで重要な役割を担っている２２）とされる。同地域において
も森林の団地化が推進されている２３）が，団地代表者は「間伐推進員」として
同町の森林整備の中核的な存在となっている。古川泰は，市町村レベルでは，
「住民の生活・教育に密着した住民自治組織と町行政，森林組合との連携が重
要」であり，そのためには，「集落レベルで地域振興への取り組みを強め，住
民自治組織そのものの強化も必要であろう」と述べている。２４）
近年，高知県で森林環境税が導入されたのを皮切りに，岡山県や鳥取県など
森林整備を目的とした新税の創設が相次いでいる。これらの自治体における新
税導入の経緯自体はそれぞれ県側の提案が発端であり，ボトムアップによって
実現したとは言い難い。しかしながら，地域の森林保全の必要性についての住
２１）例えば，間伐材搬出出荷奨励制度（森林組合への間伐材出荷に対し１，０００円／m３の上乗
せ補助を実施），檮原町水源地域森林整備交付金制度（環境に配慮した間伐を実施した森
林所有者に ha当たり１０万円を交付），檮原町町産材利用促進事業など。
２２）古川泰（２００４），４９頁。
２３）同地域にて「森林整備地域活動支援事業」の対象になるためには，３０haの団地化が必要
である。
２４）古川（２００４），５０頁。
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民の意識が高いことが（行政当局の実施したアンケートや住民への説明会によ
り）明らかになったことで「新税推進の力となった」と考えられ，さらに，県
民超過課税方式への理解があることが導入の要因となり，「新税の使途につい
ても影響力があった」という。２５）住民参加の影響力は小さくないといえる。
森林組合にとって，狭義社会システムに対し働きかけをおこなっていくこと
は，例えば団地化の推進が森林所有者の木材流通過程での価格交渉力を強める
可能性を有しているなどマイナス面も存在することを考慮しなければならな
い。しかし，木材価格の低下が立木価格の下落という形で林家にしわ寄せされ
たことで，国産材の供給が減少し，結果として外材にシェアを奪われてしまっ
たことを考えると，少なくとも長期的には，そうした面もプラスに転じる可能
性がある。また，狭義社会システムの失敗を防止するためにも，その再構築を
試みることは必要であろう。もちろん，その推進者は決して森林組合に限定さ
れる訳ではない。行政であってもよいし，地域住民が主体となって進めるのが
ある意味では望ましいともいえる。あるいは，組合も含めた地域社会全体が一
丸となって取り組んでいくべき課題ではないだろうか。久万広域森林組合の事
例についても，必ずしも組合が各種の取り組みにおいてイニシアティブを握っ
ていたとは言い難い。
お わ り に
当研究では，森林組合の機能低下問題について，「組合単独の問題ではない」
との立場から，システム改革の必要性の当否について論じた。森林組合の機能
低下を根拠にシステム改革を主張するのは一見乱暴であるが，筆者の主張する
のはいわゆる「上からの改革」ではなく，地方からの草の根的かつ漸進的な社
会の仕組みの変革である。加えて，いくつかの研究が現在の我が国の経済シス
２５）同上，４５頁。
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テムの問題点を指摘している２６）ように，何らかの改革が必要であるのも，ま
た事実ではないだろうか。
富永健一は，社会変動の生起する過程を図－５のように表現している。特定
の社会構造（構造 A）のもとで成立していた均衡２７）に，攪乱２８）が生じた場合，
２６）例えば，先に紹介した寺西重郎（２００３）や神野直彦（１９９８）など。
２７）システム内部から現行の社会構造を変動させるような力が発生しないような状態（富永
健一（１９９５），２０９頁）。
２８）社会システムが現行の社会構造のもとで機能的要件の充足を実現し得ず，そのためこれ
を変動させるような力が内部から発生してくるような状態（同上，２０９頁）。
図－５ 社会システムの構造変動（富永健一）
資料：富永健一（１９９５）『行為と社会システムの理論』２０８頁
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当該社会システムは次の２つの方策のうちいずれかを選択することが可能であ
る。２９）
a．現行の構造を基本的に維持し続けながら，部分的な手直しによって攪乱
を収拾し，もとの均衡に復する
b．現行の構造を棄てて他の新しい構造（構造 B）に移行する
これら２つの方策のうちいずれが選択されるかは，「構造 A」に多少の手直
しを加える程度で，基本的にシステムの機能的要件を達成する（均衡化を実現
する）ことができるか否かにかかっている。３０）
近年，経済成長の続く中国で木材需要が急増し，宮崎県森林組合連合会が県
産スギ材の輸出を開始する３１）など，森林組合関係者の間には急速に木材市場
としての期待感が高まっているが，我が国の森林組合は経済システムの変化に
乗り遅れてしまい，結果として国産材市場の縮小を招いてしまった。確かに中
国の木材市場は急成長しており，我が国の林業に好影響をもたらす可能性もあ
るとはいえ，同じ轍を踏まないとは限らない。
宇沢弘文は，社会的共通資本を「一つの国ないし特定の地域に住むすべての
人々が，豊かな経済生活を営み，すぐれた文化を展開し，人間的に魅力ある社
会を持続的，安定的に維持することを可能にするような社会的装置」と定義し，３２）
森林を社会的共通資本として位置づけたうえで，「森林はたとえその法的な所
有権がある特定の個人ないしは企業に所属していたとしても，その処分，利用
に関しては，単なる私的な稀少資源として，所有者の自由に任せることはでき
ない」とした。３３）森林の荒廃や施業放棄が社会的な問題となっている今日，社
２９）同上，２０９頁。
３０）同上，２０９頁。
３１）同連合会の取り組みは，ルポルタージュとして紹介されているが，それによると，宮崎
県は，２００２年６月，現地調査団を中国の廈門に派遣，宮崎県森連は同月に廈門市木材総公
司と相互協力で合意した（細田治彦（２００３），２２頁）。２００３年４月には，同木材総公司と
県産スギ２００m３の輸出契約が成立，総額４００万円（１m３当たり約２０，０００円）であったと
いう。
３２）宇沢弘文（２０００），４頁。
３３）宇沢（１９９４），１６頁。
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会全体で森林を管理していくという姿勢は不可欠であろう。
全体社会システム改革であれ，組合の制度改革であれ，いずれも構成員のコ
ンセンサスを必要とする。前者でいえば，統計上表れているように，森林の公
益的機能に対する認識はある程度高まっていると思われ，その意味ではコンセ
ンサスを得るのは比較的容易であるかもしれない。
全体社会システムの改革３４）を阻害するものは何であろうか。一般的には，
いわゆる「抵抗勢力」の存在が連想されるが，例えば凶悪犯罪の増加といった
（比較的コンセンサスの得やすい）問題に対処する場合，そういった存在は明
確には認識しがたい。森林の公益的機能低下問題もこれに似ている。ならば原
因は何か。筆者は，全体社会を構成する人々それぞれの「無関心」にあると考
えている。我が国は，森林の荒廃，犯罪やホームレスの増加，幼児の虐待といっ
た深刻な問題を抱えているが，それらの解決を妨げている真の原因は，私たち
自身の内部にあるのではないだろうか。
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